
【参考資料１】歩行空間における移動支援サービスの取組に関するガイドラインの概要

高齢者や車椅子・ベビーカー利用者など移動に困難をかかえる方々の移動等を支援するサービス(バリアフリールートの案内
等)の創出にあたっては、歩行空間等の各種バリアフリーデータの整備・更新が必要です。そこで、本ガイドラインでは、データ
整備・更新主体として想定される地方公共団体等の担当者に向けてデータ整備・更新の進め方を整理しました。

地方公共団体等の役割～各種データの整備・更新～

歩行空間ネットワークデータ バリアフリー施設等データ

高齢者向け
アプリ

民間事業者等の役割～データを活用した移動支援サービスの実現～

車椅子
使用者向け

アプリ

ベビーカー
利用者向け

アプリ

 課題②どういった部署と連携し体制を整えたらいいかわからない

課題③どのようなデータを整備したらいいのかわからない

    課題① 取り組みたいが何から始めるべきかわからない

多様な主体によるデータ整備・更新・オープンデータ化（ほこナビDPの活用）

段差あり

勾配あり ○○市役所
（車椅子使用者対応エ

レベーターあり）△◇病院
（手すりあり）

本ガイドラインにて、地方公共団体等が直面する課題を踏まえた進め方を整理

課題④データ整備には、予算や人材が必要となる

ガイドラインのポイント① データ整備・更新の流れ
データの整備・更新に必要となる各種作業とその手順を紹介。

ガイドラインのポイント② 取組体制の構築と役割分担
地方公共団体内における体制構築のほか、各種団体(民間事業者、市民団体等)との連携、
さらには、地方公共団体内の各部署や各種団体の役割分担の整理の仕方について解説。

ガイドラインのポイント③ データの整備範囲と品質
地域の課題やデータの利用目的を踏まえた、データの整備範囲や整備内容に関する優先
順位の定め方について解説。

ガイドラインのポイント④ 既存施策の活用・連携
自治体の既存施策や関連業務との連携方法と、保有・取得しているデータを継続的な整備・更新に
活用できる施策を紹介。

施策概要は最悪なくてもいい

地方公共団体等
担当者
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